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京都企業の事業継続及び防災の取組に関する実態調査について 

 

１ 調査目的 

  大規模災害発生時において、企業が、被害を最小限にとどめ、事業を継続することができる体

制を整備することを促進していくため、京都府内における企業の事業継続計画の策定等防災に関

する取組状況を把握することを目的とする。 

    

２ 調査方法等 

 (1)  実施時期 

    平成２７年２月１６日～３月１１日 

 

 (2)  調査方法 

    郵送調査にて実施（ＦＡＸによる回答も可） 

 

 (3)  調査項目 

内閣府（防災担当）が実施した「平成 25 年度企業の事業継続及び防災の取組に関する実態

調査」の内容に準じて設定。 

  ○企業の概要について 

  ○防災に関する計画、地域との協力関係等について 

  ○事業継続計画の策定状況、課題、点検・是正等について 

 

 (4) 調査対象 

京都府内に本所、本社又は本店がある企業・事業所及び京都府内の単独事業所のうち、業種

及び資本金・従業員規模によって分類した「大企業」、「中堅企業」及びこれらを除く「資本金

１億円超の企業」（該当企業全社を調査対象とする。） 【裏面参照】 

※ 「大企業」及び「中堅企業」の抽出区分は、中小企業基本法第２条における中小企業の区

分及び日本銀行調査統計局の金融統計調査の企業規模別区分を援用 

 

 (5)  調査対象企業数及び回収数 

 調査対象数 回  収  数 回  収  率 

大企業 ５３ ３１ ５８．５％ 

中堅企業 １１４ ３７ ３２．５％ 

その他企業 ２２８ ７６ ３３．３％ 

合 計 ３９５ １４４ ３６．５％ 

 



「大企業」、「中堅企業」及び「中小企業」等の区分表 

 

業 種 大  企  業 

  
中小企業 

 その他企業 

（資本金１億円超） 

 

卸 売 業 

資本金１０億円以上

かつ 

常用雇用者１０１人

以上 

資本金１億円超 

１０億円未満 かつ 

常用雇用者１０１人

以上 

資本金１億円超 

かつ 

常用雇用者１００人

以下 

 

 

常用雇用者６人

以上 

小 売 業 

資本金１０億円以上

かつ 

常用雇用者 ５１人

以上 

資本金５千万円超 

１０億円未満 かつ

常用雇用者 ５１人

以上 

資本金１億円超 

かつ 

常用雇用者 ５０人

以下 

 

 

常用雇用者６人

以上 

サービス業 

資本金１０億円以上

かつ 

常用雇用者１０１人

以上 

資本金５千万円超 

１０億円未満 かつ

常用雇用者１０１人

以上 

資本金１億円超 

かつ 

常用雇用者１００人

以下 

 

 

常用雇用者６人

以上 

製造業その他 

 

 

 

 

資本金１億円超 

３億円以下 

 

 

資本金１０億円以上

かつ 

常用雇用者３０１人

以上 

資本金３億円超 

１０億円未満 かつ

常用雇用者３０１人

以上 

資本金３億円超以上

かつ 

常用雇用者３００人

以下 

 

 

常用雇用者２１

人以上 

 

「大企業」「中堅企業」「その他企業（資本金１億円超）」が調査対象 

中堅企業 


